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研究要旨 

日本国内のエイズ発生動向報告数を基に、人口動態のうち特に年齢動態に焦点を当てた HIV 診

断者の出生年コホート分析等を行うことを目的とした。初年度は分析に必要になる基礎データを

NESID から抜粋し、出生年コホートに必要になるデータの整理を進めるとともに先行研究をもと

に分析方法を検討した。2019 年度以降は二次分析を行い、還元方法を検討する。 

 

Ａ．研究目的 

HIV 感染拡大抑制に向け早期診断・早期治

療は重要戦略であり、WHO はカスケードケア

に基づく 90-90-90 達成を目指すことを推奨

している。これは、HIV 陽性者が感染の状況

について自らの診断を知っている率（診断率）、

診断者の治療率、治療の成功率のいずれも

90%以上を各国が目指すものである。日本国内

においても早期診断・早期治療に向け、正確

な発生動向把握が重要である。 

日本国内年間新規 HIV 診断者（AIDS 発症に

よる診断も含む）は、1984 年の統計開始以降

増加が続いていたものの、2008 年の約 1500

件をピークとして横ばい傾向が続き、2015 年

以降は年間 1300 件前後を推移している。この

ように日本全体として新規診断者数は比較的

一定に保たれているものの、地域別に詳細に

分析すると、新規報告数の多い東京都では報

告数はやや減少に転じているものの、九州・

沖縄地方で診断者数の顕著な増加など、新規

報告数の増減には明らかな地域特性が認めら

れる。地域特性が生じる背景として年齢構成、

未診断者を含む HIV 感染者数（Prevalence）、

新規 HIV 感染者数（Incidence）、診断率、予

防啓発活動の実施の有無、介入の効果、人口

動態など様々な要因が関与していることが想

定される。しかしながら、想定される各要因

と output として得られる新規 HIV 診断者数

（AIDS 発症による診断も含む）の正確な評価

が求められているものの、精度の高い基礎情

報は多くない。 

本研究では想定される因子の中から人口動

態、特に年齢動態に焦点を当て HIV 診断者の

出生年コホート等の二次分析を行うことを目

的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

感 染 症 サ ー ベ イ ラ ン ス （ National 

Epidemiological Surveillance of Infectious 

Disease [NESID]）システムを介して報告さ

れているデータを基に、2 次分析に必要とな

る情報を抜粋した。人口動態は、国勢調査を

基にした各年 10 月 1 日人口推計確定値を抜

粋し、HIV 報告数のデータと連結した。 

 

（倫理面への配慮） 

エイズ発生動向報告値は既に公開されてい

る情報を使用した。今後、エイズ発生動向報

告の基礎データとなる感染症サーベイランス

（NESID）システムの閲覧が必要になった場

合は、管理規約に基づき管理者へ申請し閲覧

の許可を得ることを申し合わせた。 
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Ｃ．研究結果 

新規 HIV 感染者および AIDS 患者の年齢、診

断された暦年、報告地域（都道府県）、推定さ

れる感染経路に関して抜粋し、データの整理

を進めるとともに、各年の確定値（報告値）、

先行研究で収集されているデータと照合した。 

 

Ｄ．考察 

 本研究班全体として MSM 対象の予防啓発活

動における地域間連携をもとに新たな活動計

画を策定、PDCA サイクルを導入することで、

日本全体の MSM の予防啓発の浸透度を把握し、

予防啓発活動の可視化を目指している。2000

年以降、日本国内において MSM を対象とした

大規模な HIV 感染拡大予防戦略が展開され、

地域ごとの予防啓発活動の基盤の整備に貢献

したとともに、研究の推進により HIV 感染拡

大予防のための具体的な数値目標が提示され、

2008年以降の新規HIV診断者報告数の抑制に

大きく寄与しているものと考えられている。

日本国内では HIV 感染者が諸外国と比較し新

規感染者（報告数）が少ないことから、予防

啓発および介入の効果の評価が非常に難しい。

しかしながら戦略研究が終了し 10 年が経過

した今、予防啓発活動後の HIV 検査数の推移、

新規 HIV 診断者数の経年変化が明らかになり

つつある。本分担研究である出生年コホート

等の 2次分析結果は過去に行われた研究活動

の効果を評価に結びつけるための有用な基礎

情報しての活用が期待される。 

 

Ｅ．結論 

 日本の MSMにおける HIV感染の動向につ

いて、地域別の動向や出生年コホート等の二

次分析を行い、班会議等で情報を還元するこ

とを目的とした。初年度は分析に必要になる

基礎データを NESID から抜粋し、出生年コ

ホートに必要になるデータの整理を進めた。

さらに先行研究をもとに、分析方法を検討し

た。2019 年度以降は二次分析を行い、還元方

法を検討する。 
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